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「所得倍増」をめぐる雑誌メディア言説についての実証研究
――池田勇人内閣「所得倍増計画」をめぐるロジックの時系列的分析を通じて 1――

浅　岡　隆　裕

１．“メディアと「高度経済成長」”

２．メディア言説を分析するということ

３．雑誌メディアにおける「解釈共同体」

４．研究の方法

５．メディア言説の分析結果の考察

６．まとめ、今後の課題

１．“メディアと「高度経済成長」”

①　はじめに

　本稿は、池田勇人内閣によって策定された「所

得倍増計画」が、いかに雑誌メディア上で表象さ

れ、変化していったのかを、そのロジックの構

築・変容過程を中心に考察するものである。その

過程をみていくことで、この政策や思想がマス・

メディアを媒介にして、どのように社会的に流通

し、受容され、最終的に支配的な社会意識ないし

は価値観として定着していったのかを検証するこ

とができると考えている（本稿で触れるのは、流

通過程までである）。主な分析概念としては、「メ

ディア言説」「メディア表象」「社会的討論過程」

「クラスメディアとしての雑誌」「解釈共同体」を

使用する。

　本文で頻出される「ロジック」とは、注で示さ

ない限り、次のような用語法で使用する。つま

り、何らかの価値を指し示す、論理だった命題の

組み合わせである。また「言説 discourse」という

単語については、「メッセージをもった言語表現

ないし言語活動」2位の意味で使用している。言語

活動というと文字テクストや会話・談話に限定さ

れるように思われるが、「特定の一群の意味、メ

タファー、表象、イメージ、ストーリー、陳述」

など、かなり広い意味で使用されている 3ことは

周知であり、本論でもそれに従う。

　なお、本稿は、大きく分けて 3つのパートから

なる。最初に研究の大前提として採用している

「相互作用アプローチ」についての理論的検討を

行う。さらには、メディア表象の分析方法論とし

ての「内容分析」を整理する。そして実際に内容

分析を行った結果を示しながら、今後の研究への

示唆を得る。

　最初に、なぜこのテーマが主題化されるのか、

時代的な背景及び先行知見を整理しておきたい。

②　「高度経済成長」という時代

　果たして高度経済成長とはいかなる時代か？ま

た、なぜ、この時代を研究対象にしているのか。

　日本の高度経済成長という世界史上まれにみる

経済成長は、いつ位から始まったのだろうか。飛

躍までの助走期間はあったといわれるが、本格的

な始動という点からすれば、スタートは 1960年

（昭和 35年；以下西洋暦で統一）末に政府決定さ

れ、「高度経済成長を国家的な目標として本格的

に推進した」、いわゆる「所得倍増計画」が、一

つのメルクマールになっていることにはあまり異

存が出るものではないだろう。

　この政策が発表された 1960年は、実質の経済

成長率が13.2％に達するなど、戦後の経済政策の

ある程度の成果が目に見える形であらわれてき

た。例えば、家庭電化に代表される「生活革命」
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が進行し、戦後も戦前から一貫してさほど変化が

見られなかった家庭生活の風景が一変したとされ

る 4。そして、メディア状況としては、1953年に

スタートしたテレビ放送が急速に普及し、1959

年には週刊誌が次々に創刊された。すなわち、大

量生産・大量消費とマス・メディアという装置が

両輪として機能し、日本にも本格的な「大衆消費

社会」という社会的なシステムが現出したと捉え

られる。

　経済学理論によると、経済成長を説明するファ

クターは大きく分けて 3つ存在するという 5。

　本研究では、もともと経済成長の要因それぞれ

が排他的なものとは考えていない。生産力や技術

的な観点からのアプローチでほぼ大半の説明がで

きることも事実であろう。しかし、第三のカテゴ

リーという、ある意味では「残余の要素」から接

近していこうと考えている。経済学や政治学的な

パラダイムに対する社会学的なアイデンティティ

からの主張という思いも多分にあるが、社会的コ

ミュニケーション過程の中での、コミュニケー

ションという独自の領域がどのように機能して

いったのかという問題意識を考えてみよう。例え

ば、“所得倍増”というキー・シンボルが果たし

た役割についてである。これが国民レベルでの達

成すべき目標（＝「ナショナル・ゴール」）として

掲げられた時に、集合的エネルギーを喚起するこ

とがどの程度出来るのだろうか（出来たのだろう

か）。これはすぐれて社会学や社会心理学分野に

おける研究アジェンダであり、独自のアプローチ

を持って探求すべきものではないか。

　その際の考え方としては、特定のメディア言説

による短期的な説得→効果・影響の結果として経

済成長が促進された（＝高度経済成長の達成）と

いったようなアプローチはとらない。むしろ、価

値観を通じて経済成長を促進していくような長期

的な視点こそ重要であると考えている。それは価

値観の内面化といえるが、それがどのように行わ

れたのかというメカニズムを説明していきたい。

　日本の戦後（特に「高度経済成長」）自体につ

いては、多くの先行知見があり、その促進要因と

して「経済的なファクター」「政治的なファク

ター」からの分析が中心になされてきている。し

かしながら、高度経済成長を《社会現象》と捉え

たときに、文化装置としてのマス・メディアが果

たした役割については、印象批評に基づいた記述

があるが、具体的な分析レベルでの実証やその蓄

積は乏しいとの指摘がある 6。

　社会現象として、結果的に高度経済成長そのも

のが「もうひとつの総動員」7という色彩を持って

機能し、世論や社会的な価値観を一定方向に回収

していったことを考えると、メディア全体がその

ように機能していった過程そのものを問わなくて

はならないだろう。

　メディア言説のうち、どのようなロジックが社

会的に流通されていたのか。

　また、ロジックをめぐるメディアの受け手の側

での受容過程が存在した。この過程において送り

手の思惑通りにストレートに受容されたのか、そ

うではないのかは問われるべき課題であるが、別

の機会に論じたい。

③　「所得倍増」のイメージ

　「所得倍増」は 1960年の流行語になっている。

「倍増」という表現が、広告のキャッチコピーな

どに見られるように明るい未来イメージといった

文脈で、語られることが多いように思われる8。し

かし、だからといって、所得倍増が時代の欲望を

切り取ったフレーズであるとか、人々を魅了して

やまなかったなど、最初から魅惑的なキャッチフ

レーズとして言説化、流通し、受容されたのか

は、別途検討されなくてはならない。まずは現代

語られている当時の様子はどうだったのだろう

か。高度経済成長期をめぐる「現在からの語られ

よう」に着目したい。

　一般的なイメージとして、所得倍増という政策

は、直接的な受益者としての「俸給者層」、すな

わちサラリーマン層には歓喜を持って受け入れら

れたとされている。例えば、所得倍増計画の語ら
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れ方としては、“10年で月給二倍というキャッチ

フレーズのもとに、国民が一致団結した結果とし

て、公約自体はわずか 7年で達成され、それは高

度経済成長の原動力となった”式の美談として、

今では語られることが多い。このように「邁進し

て行った」といったような形で語られることは果

たして本当なのかという疑問がある。当時、どの

ようにメディア言説化され、社会的受容されたの

かという点については、自明視されていて、問わ

れることがほとんどない。このような社会意識が

支配的であったかどうかは過去のことであるか

ら、当時の社会意識などを見て、調べるしかない9。

そこで、必然的に当時書かれたメディアから、そ

の時代を間接的に探るという方法論が考え出され

る。メディアには、当時の世相が色濃く反映さ

れ、なおかつメディアが読者・視聴者に対して一

定の影響力を持っていたという両者の関係性があ

ると常識的には考えられるからである。

　メディア・コミュニケーションと、社会意識を

統合的に分析するパラダイムを考えていきたい。

本稿はその試みのささやかな序章であるとの位置

づけである。

④　理論的フレームワーク

　本研究が最終的に目指しているのは、上述の通

り、大量生産・消費社会の成立を背景に急速に立

ち上がったメディア・コミュニケーションを中心

に、「高度経済成長」（本研究では、その象徴的存

在とも言うべき所得倍増計画）が思想的にどのよ

うに表象・構築され、さらに流通し、社会的な討

論過程を含めて、受け手（＝生活者）側の最終的

な価値観や社会意識として定着を見ていったのか

といったプロセスを忠実にみていく作業である。

　そのためには、異なったディシプリンとして存

在している「メディア・コミュニケーション論」

と「社会意識論」を架橋するための概念装置が不

可欠となってこよう。

　これまでは、「メディア・コミュニケーション

論」と「社会意識論」はそれぞれ別個の分野・領

域として論じられ、メディアによって社会意識が

一方向的に規定されてしまう「大衆社会パラダイ

ム」が永らく支配的だったと思われる。つまり、

メディアを支配者側の「イデオロギー装置」と捉

え、それから影響を受けるオーディエンスの社会

意識という単純な図式である。しかしながら、当

然のこととして、社会意識は下部構造、教育など

の諸作用も受けることから、メディア・コミュニ

ケーションの内容によってのみ、一意的に決まる

ものではない。

　逆から言えば、メディアによるメッセージの内

容をマジョリティ側（ある一定の社会層）がその

まま受け入れ、容易に内面化できるようなロジッ

ク（価値構造）があれば、このメディア・コミュ

ニケーションによる社会意識のコントロールの貫

徹が容易にできると思われる。そしてメディアの

送り手もこのようなメカニズムを計算に入れた上

で、受け手に働きかけるべく活動している。

　これらの考察から明らかなように、メディアか

ら作用を一方向的に受けるだけの受動的な側面か

ら、社会意識にアプローチすることには、自ずと

限界が出てこよう。ここでは、社会意識として顕

在化するためには、メディアによって伝えられる

ロジックと受け手の意識との《共鳴》・《共振》が

必要であることをまず確認しておきたい。

　さらに、1980年代以降の英国カルチュラルス

タディズBritish Cultural Studiesに源を持つ「アク

ティブ・オーディエンス理論 act ive  audience

theory」の含意として、受け手の社会認知におけ

る能動的な側面にも配慮すべきであろう。ごくか

いつまんで言えば、従来の理論通りマクロ的な観

点からメディア・コミュニケーション過程におけ

る受動的な「被操作対象者」として受け手を見る

のではなく、むしろ社会変動の中で、それを自ら

どのように解釈、内面化し、エートス ethosへ結

び付け、そして行動していったのかといった点も

注視していかなくてはならないだろう。

　以上をまとめて言えば、マス・メディアの中で

伝えられるメッセージによってロジックがいかに
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構築され、そのロジックに対して受け手の反応は

どうだったのか（順応あるいは抵抗）を検証する

ことが本研究と後続する研究の課題である。これ

によって、メディア表現から抽出したロジック

と、それとシンクロナイズする形で再編成されて

いった生活の関係性を描き出すことができると考

える。この関係性から意識レベルに発露したもの

が社会意識と言えるのではないだろうか。メディ

アから受け手＝生活者に接近することの可能性

（社会意識として析出される可能性）についてみ

ていきたいと思う。

　メディアと社会意識については以上であるが、

メディア・コミュニケーションと社会意識をつな

ぐものとして、「解釈共同体」という概念を提案

していきたい。それは換言すれば、メディア・コ

ミュニケーションにおいてメッセージをめぐる受

け手と送り手のダイナミックな様相を見ていくこ

とになるだろう。

　ここまで何の前提もなく使用してきた、資料あ

るいはテクストとしての「メディア言説」「メ

ディア表象」を、どのように扱っていくべきなの

かという問いから、話を進めたいと思う。

２．メディア言説を分析するということ

①　「内容分析」の特徴と限界

　表象の仕方がメディアによって異なることは周

知であり、本稿では《雑誌メディア》のそれにつ

いて考察を進める。最初に、メディア表象media

representationや言説を分析することの意義につい

て考えてみたい。

　これまでメディア研究を中心に行われてきた

「内容分析 content analysis」では、テクスト、画像

データを、所与の事実として検出し、それを数量

的に処理し、得られた全体的な傾向からインプリ

ケーションを導出することが主であった。

　また、内容分析とは自らの手法をラベリングし

ないまでも、分析者自身の視点により、その表象

の《傾向》的特徴を抽出、記述していくというス

タイルが非常に多く見られる 10。この手法に関し

ては、「印象批評的」と言われて、「客観性」が確

保できないという意見も根強く見られる。個人の

主観により内容分析を方法論的に使用する際に

は、「職人芸的」スキルが必要とされるのである。

　しかしながら、いずれの方法を採用するにして

も、表象の生成過程そのものにまで目配りするこ

とは、あまりないといってよい。社説など論調の

変化や記事そのものの有無を、ある時点から時点

へといった、いわば“点的”な視点からの変遷を

探ることはあっても、変化があったという事実の

報告が先であり、その事実はいかに生起したのか

という点までは触れていないことが多い。

　その表象が移り変わっていくことは、一体どの

ような意味を持つのだろうか。換言すれば、メ

ディア表象は、いかに「構築」「構成」されてい

くのかという問題意識である。

②　言説（表象）分析が明らかにするもの

　ここでは表象＝言説というように捉えて議論を

進めていきたい。メディア上において、ある言説

が生成・変容していく時に、どのような力学作用

が働くのであろうか。これまでの社会学的な説明

では、大まかな捉え方として、《外部の権力作用》

を措定・仮定して議論を進めることが多いように

思われる。この点について、近年「言説分析」を

めぐって交わされた議論から考えてみたい。

　赤川学は、「言説の変容」という事態を説明す

る時に、従属変数（被説明変数）である《言説の

内容》に対して、説明変数として措定すべきもの

について言及している 11。このような問題の立て

方をした場合に、よく説明変数として用いられる

ものとして、「言説外」の要因が挙げられること

が多い。「なぜこの言説が語られるのか？そこに

権力があるからだ」という説明形式になる場合が

頻繁に見られるとの指摘がある。しかしながら、

権力などを措提することは、説明しているようで

何も回答していない、とも言える。ゆえに赤川は

言説の変容に関して、「言説空間内部における言
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説相互の衝突や言説自身がもたらす論理内在的な

展開、すなわち言説の力学」を持って説明すべき

であると提唱している。

　本論では、メディア言説の変容という事例を見

ていくことになるが、その言説が変化していくこ

とを説明する際には、国家や資本的権力関係とい

う単純かつ素朴な変数の説明図式は採用しない。

また赤川が主張する言説空間内部だけの要因とい

う説明図式にも組みしない。そこには、メディア

言説空間内外のもっと複雑な様相があると考える

からである。この見方を《相互作用アプローチ》

と呼ぶことを主張する。

③　社会的な討論過程と雑誌メディア

　本論の説明図式を先取りして言えば、メディア

言説の変容は、制作者（＝送り手）と読者（＝受

け手）の相互作用により、メディアそのものが

《社会的な討論過程の場》として機能したものと

して捉えられる。

　従来のマス・コミュニケーションにおける送り

手論的な立場から言えば、掲載内容に関する取捨

選択権や議題設定権をもつ送り手と、それを甘受

するしかない読者（＝受け手）の力関係は対等で

はないと主張されよう。試みに今回取り上げる雑

誌と、《社会的な意見分布＝「世論」》の 2項の影

響・規定関係を整理してみると、二つのモデル図

式が考えられる。

　１）雑誌記事そのものが問題提起（争点提示）

によって、意見分布を左右している（雑誌の

送り手内部優位のアプローチ）。

　２）社会的に生起している意見分布を、雑誌が

後追いをして誌面に反映させている（受け手

ないしはオーディエンス優位のアプローチ）。

　１）に関しては、メディアの効果論に近いスタ

ンスと言える。しかし、効果研究のパラダイムの

みでは、言説変化の理由は、結局は言語外のもの

を想定せざるを得なくなるのである。

　実は、この二つは一見相対するようにみえる

が、矛盾するものではない。つまり、雑誌誌面そ

のものが《社会的な討論過程そのもの》であり、

なおかつそれは《社会的な討論の反映過程》と

なっていると考えられる。このことは、送り手、

受け手は相互規定的であるという雑誌メディア特

有の状況の反映である。雑誌メディアそのもの、

あるいはその受容が、後で詳述するように「解釈

共同体」として機能しているのである。読者の

フィードバック過程を含めたダイナミックなモデ

ルを想定しない限り、メディア言説の変容は説明

できないことになる。ここから考えられるモデル

としては、相互作用アプローチが最も有効である。

④　送り手と受け手による相互作用アプローチ

　言説の内容自体が変わったとすれば、制作者側

はどのような理由によって表象を変化させたのか

という点であるが、過去の事例であり、当時の個

別の編集者なり書き手なりにインタビューするし

か方法がない。

　しかし、制作は真空の中で行われるのではな

く、《作り手の（読者世論を想定した）社会認識》

が大きな影響を及ぼすことになるだろう。問題は

送り手側が読者世論をどの位、意識的に吸い取っ

ていったのかという程度によるのである。

　雑誌の表象が、どのように「読者を生産して

いったのか」を知ることも重要である。後で見る

ように、雑誌は「クラスメディア」ということに

留意したい。クラスメディアの特質としては、想

定している読み手の意識との乖離が即、販売部数

の低下という負のサンクションをもたらす 12。

　このように雑誌の記事がどのように変質して

いったのかを時系列的に追ってみることで、送り

手の認識の変化、換言すれば、読者という「世論」

を想定した上での変容と受け手の社会認識の変化

を間接的に類推することができるのではないだろ

うか。すなわち送り手と受け手はどのように認識

していたのか、といった点にまで拡張して考える

べきである。
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３．雑誌メディアにおける「解釈共同体」

①　「解釈共同体」という概念

　メディア・コミュニケーションと社会意識の間

に「解釈共同体（コミュニティ）in te rpre t ive

community」を媒介概念として思考実験的に置い

てみる。

　この概念自体はもともと文学理論の中で使わ

れ、それをメディア研究の中に輸入したのが岡田

直之（『世論の政治社会学』，2001）である。実際

的な分析概念として活用されるとなると、やや検

討が必要となってくる 13。差し当たり《一つの共

通的な解釈の磁場》として定義しておく。

　この分析概念が登場した背景については、北田

暁大の説明が要領を得ている 14。解釈共同体は、

「個別的な解釈から独立した『真のテクスト』が

ありうるという客観主義」と「読者各人の恣意的

な解釈があるだけとする主観主義」という立場が

それぞれ長年に渡り、せめぎあってきた文学の解

釈理論にあって、その対立を「止揚する契機」と

して導入されたものである。ともすると、解釈共

同体という集団内においても個々人の解釈という

多元性に向けて開かれているという考え方もでき

ようが、これを「読者集団における解釈の能動性

を主張するための『相対主義的理念』として受け

取ってはならない」という北田の主張には賛同で

きる。つまり、解釈共同体内部にいる読者個々人

の解釈は、共同体という社会的なシステムの規制

を受けるという形で立ち現れてくるのである。

　ここまでは既存の解釈共同体というツールで説

明ができるのであるが、そもそも共同体の生成や

共同体内部でなぜ似通ってくるのか、といった問

題については、北田の説明でも足りない部分であ

る。説得的な議論は実証を待つ他ないが、解釈共

同体を構成するような特定の社会層の社会意識や

社会的価値観は、接触している共通のメディア

（送り手）との、ある程度長期的な時間幅の中で

の相互作用過程によって、その輪郭が形作られて

いくことが容易に想定される。

　文学理論でいうところの解釈共同体とは、文学

作品の読者を一つのモデルとして措定している

が、ここではその概念をさらに拡張して、メディ

アの送り手である制作者集団というコミュニティ

と、セグメント化された受け手という双方を併せ

て一つの「解釈共同体」とみなしたい 15 。送り手

による記事制作が真空の中で行われるわけではな

く、ある程度の制作者とその受け手の文化的共通

の「解釈コード」に基づいていると考えられるか

らである。

　雑誌メディアの特性上、メディアの受け手がど

のような属性をもっているのかがある程度まで想

定でき、送り手・受け手双方がより近い解釈コー

ドを共有しており、それに基づいた記事の受容＝

読みが行われている。つまりマジョリティとして

受け入れやすいロジックを構築し、またそれに共

鳴していくそれぞれの主体が解釈共同体を構成し

ているのである。そして解釈共同体は、メディ

ア・コミュニケーション上のロジックを等しく変

換し、社会意識として醸成するために一つの思想

的な基盤として捉えることができると思われる。

②　雑誌メディアの特質

　一般的に雑誌メディアは「クラスメディア class

media」と呼ばれ、読者層が当初から細かく想定

され、それに対応した記事や誌面作りが行われて

いることは周知である。制作は、現実的な受け手

の要求への対応が必要である。このような性格か

ら、新聞などの他マス・メディアではなく、雑誌

メディアを分析対象とするメリットは次の通りで

ある。

　雑誌メディアの世論形成をリードしていくとと

もに、世論に対して貪欲に追従していくという性

質を持っている。だからこそ、現に当時の読者が

関心を持っていたことを探るために資料として使

用されることが度々あるのである。メディア側と

しての選択や編集といった制約条件があるとして

も、資料としての有用性は消えることはない。

　同じようにオピニオンとしてみた場合、その対
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応関係はさほど明確ではないかもしれないが、読

者に合致したオピニオンでなければ受け入れられ

ずに淘汰されてしまうことが十分にありえる。ま

た雑誌は、「論評・批評のメディア」でもあると

されているので、同じプリントメディアの新聞よ

りも、より主観的に記事が作成されていると考え

られる。

　しかも毎日の報道という新聞よりも、やや長期

スパンで記事作成が行われているために、刻々と

変わる状況に左右されずに、大局的な情勢判断や

背景情報を踏まえた上での取材・論評活動ができ

る。また、世論の動向など社会的な討論過程の結

果を誌面に反映することできるという利点もあ

る。従って、同一誌での取り上げられ方やそのス

タンスの変化を時間軸で観察していくことによっ

て、一つ一つの記事での絶対的な影響ということ

ではなくて、長期レンジでの相対的な社会的な意

見や意識の変容過程が推測できる。次に実際の雑

誌メディアをどのように分析していったら良いの

かを内容分析を検討しながら、見ていきたいと思

う。

４．研究の方法

①　内容分析からの課題

　先述の通り、内容分析の方法論としては、もと

もと定性的な情報を定量的なそれに変換するプロ

セスにおいて、「職人芸的」、手練手管的な要素が

求められているように思われる。再び赤川の指摘

によれば、“言説の意味に過剰に反応してしまう

こと”への警戒感がある。そうならないためにも

「言説をモノとして扱う」という姿勢が必要であ

ろう。社会科学である以上、研究者がこのような

禁欲的な姿勢で望むのは当然なことと言えるが、

具体的な内容分析について、どのような方法で

行っていくのだろうか。

　定量的なデータに依拠しない内容分析を行う際

に、常につきまとう問題は、その素材の選択及び

解釈の「恣意性」という問題である。とりわけ後

者の場合、新聞社説など論調を分析する際には、

その細かいニュアンス自体を数量化することには

適しておらずに、分析者の印象批評に基づき、全

体的な意味付けが、「ネガティブ」なのか「ポジ

ティブ」なのかといった判断をすることも少なく

ない。この意味で、追試を可能とするような、具

体的な手続きの明示と、客観的なデータの提出が

求められていることは大前提といえるだろう。

②　ロジックとレトリックの分析

　まず差し当たり確認しておきたいのは、メディ

ア言説の分析に当たって必要なスタンスは、「ど

のような意図を持ってそれを描いているのか」と

いったような送り手側の価値判断やイデオロギー

性を直接、暴露するということではない。むし

ろ、モノとしてのテクストとしてみた時にどのよ

うな論理構造であるのかを解き明かしていくもの

である。こう考える理由としては、イデオロギー

性などの考察は、テクスト分析の先に出てくる問

題であり、差し当たりは、「出来るかぎり客観的

でありうるデータ群を並べる」作業が必要ではな

いだろうか。言説の布置連関が構造的に解明され

て、なおその上で各々の立場からどのような言説

構築がなされているのかを相対的に見渡せること

が重要であろう。

　本研究では、メッセージとして取り上げられ、

言及されている内容、及びそのロジックの特質か

ら見ていく。ロジックは、モノのように扱いやす

いという利点がある。ある言説が、ポジティブか

ネガティブかの判断は、言説の結論部分に対する

分析者の解釈や判断という要素が強く効いてこよ

うが、ロジックの場合には、論理の構成がモノの

ように扱われ、処理される。「言及されている事

柄は何か」と、それが「どのような論理構造で描

かれているのか」という問いが立てられる。通

常、文章は多くの内容が盛り込まれるために、複

数の言及対象がそこに内包されうるが、雑誌のよ

うに批評・論評機能を専らとするメディア特性か

ら、最終的には説得のためのレトリックとして中
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心的な論点となっているロジックを抽出すること

ができるのではないだろうか。先述の解釈共同体

のところで述べたように、想定読者がはっきりし

ている雑誌は、共感というレトリックを使ってい

ることが多いと考えられる。

③　分析の抽出対象

　今回のテーマについての分析に当たり、抽出し

たデータについては対象期間中の記事全てに目を

通し、池田内閣の経済政策に関わる項目を扱って

いるものを収集した。対象記事総数は 60本であ

る。そして、所得倍増計画について直接的に触れ

ているもの、あるいはその政策と密接に関連して

いる「経済成長率 9％」「政策三点セット（減税、

社会保障、公共投資）」について触れた全ての記

事を分析対象とした。最終的に分析対象になった

のは 44本である。

　改めて断っておく必要はないかもしれないが、

この本数を見るだけで言うと、得られたデータか

ら知見を一般化することや何かの判断をすること

は非常に難しいという、ある種の限界性を指摘せ

ざるを得ない。そのため、本研究では、特定の言

説を観察する場合、通時的なテクスト全体から見

た相対的なポジションを重視し、《同時期の傾向

把握》に努めた。

　サラリーマン（＝事務職男性）が高度経済成長

という政策を支えた有力な「社会層」と考え、サ

ラリーマン層において多くの読者を抱えていた

「週刊朝日」「サンデー毎日」「週刊読売」の三誌

で、関連の記事を対象として分析を進めた 16。こ

の三誌を選択した理由としては、たくさんの読者

を抱えていたという以上に、それが政治ネタ、経

済ネタだけではなくて、様々な雑多なトピックを

含むものであり、ごく普通の日常生活の中で読ま

れていた雑誌であったという読書状況も重要であ

ろう。すなわち、月刊誌や経済専門誌において著

名なエコノミストや評論家が説くような経済論壇

とは異なり、日常生活に近いロジックで書かれて

いるものと思われるからである。

　分析の対象期間は、池田勇人内閣が成立する

1960年 7月から、「国民所得倍増計画」が内閣決

定された同年 12月から 2ヶ月後の 1961年 2月ま

で、8ヶ月間である。

④　個別記事の分析項目

　個々の記事に関してはデータ項目として、政策

を形容するために使用された「文体上の選択」、

「言及されている政策とサブテーマ」、「政策の有

効性に関する評価ロジック」を別表の通り挙げ

た。

　これらの項目に関しては、パンとコシツキ Pan

& Kosickiの「フレーミング・アナリシス Framing

analysis」を援用している 17。個別の記事を論理構

造に分割し、その構造間での関係性や語彙の選択

といったレトリックからみていくものである。

　パンとコシツキは、ニューステクストを構築さ

れ、情報処理を施す戦略としての枠組み提示「フ

レーミング framing」としてみることを主張する。

そして、他のニューステクスト分析との比較か

ら、彼らのアプローチの独自性について言及して

いる。彼らの核心は、ニューステクストの生産過

程と消費過程をいかにリンクしていくのかという

点にある。すなわち、「ニューステクストを客観

的に同定しうる意味を持つ、真理的な刺激とは考

えない。むしろ、個々の主体の意味構築に対する

記憶と相互作用するように構造化された記号的な

装置の構成物としてみている」点である。ここか

ら明らかなように、彼らは「構築主義的視角 con-

structive approach」と自らの手法をラベリングし、

機能主義的な方法と袂を分かっている。そして

「フレーミング・デバイス framing device」と呼ば

れる概念を持って分析していこうとする。デバイ

スとは、ニューステクストを、ある特定の読み方

を奨励するように、有意味な要素を結合化してい

くシステムとして捉えているものである。そのデ

バイスとして「統語構造 syntactical structure」「ス

クリプト構造 script structure」「セマティック構造

thematic structure」「レトリック構造 rhetorical
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structure」の 4種類を挙げている。

　ごくかいつまんで言うと、それぞれ“ヘッドラ

イン、リード、エピソードといった階層構造の特

徴”“5W1Hの要素”“命題の組み合わせ”“体裁

的な選択”と要約することができる。この 4つの

うち、3つ目のセマティック構造というデバイス

から、雑誌メディアのテクストを読み解いていき

たいと思う。

　再度、パンとコシツキの言及をみてみる。

ニュースは、行動やイベントについての言明が多

いことは事実だが、「仮説検証型hypothesis-testing

feature」のものもある。そこでは、何らかの中心

的な核となる仮説が先に提示され、それをいくつ

ものサブテーマが多層のヒエラルキーを持って、

補強すべく組み合わせられているというものであ

る。これを筆者なりに読み替えれば、ニューステ

クストに限らず雑誌の記事においても、様々な命

題がサブテーマに並列されて、一つの最上位の仮

説を検証するという階層構造を持っているという

ことであろう。

　本稿では、《政策としての有効性に関する評価

ロジック》として、どのようなセマティック・デ

バイスであったのかを見て行きたいと思う。雑誌

記事の論調としてポジティブあるいはネガティブ

に評価しているのかは分析者の主観によるところ

が大きく影響してしまうために、それを「モノ的

に扱う」ための手段・便法と考えている。

　また、所得倍増計画と、そのサブテーマの関連

について言えば、この所得倍増や高度経済成長と

いうテーマが語られる時のコンテクストとして、

どのようなカテゴリーセットで言説化されるのか

を観察する。

　このような分析の枠組みに依拠しながら言説群

を時系的に並べて、その変化を観察していくこと

とする。

　さらにフーコー流の言説分析について赤川が述

べているように、「何が語られ、何が語られな

かったのか」についても、見極めていくことが必

要であろう。雑誌メディアの場合には、あるテー

マや話題なりの取り上げられ方やその誌面化され

る頻度自体の変化について着目していくことに

よって、ある話題が語られるようになったこと、

それと前後して語られなくなったテーマとの交互

比較が可能となる。これについてはマス・メディ

アだけで説明することは難しく、世論や社会的関

心の動向も影響していると推察される。メディア

での変化が現実世界に対してどのような影響を及

ぼしたのかといったことを考慮に入れつつ、結果

としてメディアが果たした役割（主に議題設定に

ついての機能）について考察を進めていく。

５．メディア言説の分析結果の考察

①総　論

　この対象期間を通して、雑誌メディアにおいて

は、所得倍増計画自体に対して、必ずしも好材料

のみを配置し、“バラ色の未来”式に好意的に表

象しているわけではない。それはどちらかと言え

ば、シニカルなスタンスであったと言える。むし

ろ、論争的なロジック構成がされあるいは賛否両

論のロジックが並列配置されるなど、手放しでポ

ジティブな評価がなされ、そのまま受容されると

いった安定した構造の表象がなされなかったので

ある。

　また所得倍増計画の扱われ方自体は、①争点が

適宜並べられて論争的に描かれている場合、②倍

増計画の中味そのものが問われることはほとんど

なく、何かを伝える際の“枕言葉的な”使い方を

された場合、と分けられる。

　さらに、詳しく見たいのは、ロジックや記事中

での意味付けが時系列的に変化していくというこ

とである。その顕著な例といえるのが、「安保問

題」への言及との関連である。7月の時点では、次

回総選挙の主要争点は「安保問題である」という

ことがはっきりとメディア言説の中で表明されて

いた。にもかかわらず、その数ヶ月後には、その

争点の議題が「経済政策」に全面的にとって代わ

られていったのである。
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　これは何によって説明できるのか。安保改定関

連記事が雑誌上で少ないのは、権力側からの雑誌

メディアに対する意思の強制というファクターで

捉えるよりも、送り手―受け手のうちに進む「安

保問題」への関心の低下と考えられる。安保争点

を、経済争点が押しのけていた構図の存在が示唆

できるのではないか。安保改定案が国会で自然成

立し、その責任をとる形で岸内閣が総退陣した時

点から、雑誌メディアでの言及がそれを問うこと

がほとんどなくなったのである。そして、結論を

先取りして言えば、所得倍増というものの社会的

受容に関しても、同じような構図が繰り返された

と言えるのではないだろうか。つまり、所得倍増

政策の成立過程までは、総選挙での政治争点に

なったことを始め、様々な議論が雑誌誌面上で交

わされた。しかし、それが閣議決定され、国家戦

略として推進されることが内外に宣言されるころ

になると、潮が引くようにその話題に関する討議

がなくなってしまうということである。これはメ

ディアの“承認”もしくは、“幕引き”効果とで

も言えるものである。

　次に各々の時期に分けて、ロジックとレトリッ

クの展開を詳しくみていくことにしよう。

③　所得倍増計画の時系列的な変化

　3期に分けて、その言説（そのロジック）の展

開を見ていくことにする 18。適宜、別表（図表 分

析対象雑誌記事の一覧［掲載順］）をご参照いた

だきたい。

１）池田内閣の成立前夜～自民党の新政策発表ま

で（7月～8月）　

　池田内閣成立前で政策などの輪郭がはっきりし

ていない時期だけに、各誌面でも、池田氏の所得

政策について、それほど具体的な言及があるわけ

ではない。この時期の誌面の取り上げられ方とし

ては、個別の政策ではなく、大蔵大臣や通産大臣

を歴任していた池田首相（自民党党大会までは総

裁候補）の「政界きっての経済専門家」「経済積

極論者」「拡大均衡論者」としての“政治姿勢”面

が強調された。この姿勢ゆえに経済界や景気の先

行き不安の中で「テコ入れを期待している」人か

らの支持が集まっている様子が記されている。

（「“池田首班”への抵抗」『週刊読売』7.10）（「ウ

ケに入る『池田相場』」『サンデー毎日』7.31）

　さらに、これまでの池田首相の強気な発言（例

えば、「貧乏には麦を食え」「中小企業の二つ、三

つはつぶれても良い」など）から、冷徹で、「経

済合理主義者」といったイメージが持たれていた

ことから、「弱者に対しては厳しい政策をするの

ではないか」との憶測が強く見られた。また岸内

閣では通産大臣を務めていたことから、池田氏自

身が首相就任した時に「岸亜流政権」と評され

た。

　しかし、このような不安を他所に、池田首相の

就任第一声は、「ラジオで聞いた限りでは、かな

り低姿勢のように感じられた」（「池田首相に望

む」『週刊読売』1960.7.31）という投稿記事にみ

られるように、池田首相の予想外の姿勢が意外に

受けとめられた。調査対象期間中の3誌において

は、この市民の声のみならず、池田首相の「低姿

勢」振りがことさら強調されたのである。「あま

りも低姿勢なことがかえって無理な印象を与えた

ことも否めない。低姿勢の過剰である」（「池田首

相のものの考え方」『週刊朝日』7.31）。これは国

会での強行採決に至った岸前首相の「タカ派」的

で強権イメージに対する、ソフトで現実主義的な

イメージとの対比から作り出された構図であろ

う。3誌の雑誌メディアにおいては、この路線の

強調は調査期間中一貫して続き、経済政策の仕事

に専念するという池田内閣という描写の通奏低音

をなしていたのである。

　国会前デモなど大衆行動にまで発展した安保騒

動に関わる人心の離反に対して、自民党が 11月

にある総選挙向けに「人気取り的な政策メ

ニュー」を出してくることへの警戒感も記事の中

に散見される。「おいしいことばかり」「おいしい

料理ばかり」（「池田首相のものの考え方」『週刊
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朝日』7.31）、「画期的な繁栄政策の実施」（「“池田

首班”への抵抗」『週間読売』7.10）

　所得倍増関連では、池田首相が閣外にいる時に

地方遊説の際に私案として公表していた「月給二

倍論」への言及が見られた。これは池田首相の積

極的経済政策を示唆する一つの項目としての扱い

であった。（「“池田首班”への抵抗」『週刊読売』

7.10）

　以上をまとめて言えば、所得倍増計画に直接言

及するものはなかったものの、この時期には、こ

の後、3誌記事に一貫して通底するような背景や

舞台装置が準備されていく。これによって、所得

倍増計画の描かれ方のかなりの部分が形作られて

いったのである。

　特に留意しておきたいのは、後に歴史学で記述

されるような、「安保問題」から「経済成長政策」

へ、すなわち“政治の季節”から“経済の季節”

へと言われるような、焦点の移動がメディア上で

もはっきりと見られ始めたことである。池田内閣

成立以前は詳細な分析をしているわけではない

が、岸内閣の退陣前後で、次の総選挙では、「ほ

ぼ必然的に安保問題に対する国民の判断を示す

時」といった総括がなされていた 19。にもかかわ

らず、池田内閣の成立後には、“安保問題に対し、

池田首相は安保問題の当事者ではないから、あま

り追及しても仕方がない”といった図式が雑誌メ

ディアの中で暗黙のうちに成立していたことをう

かがわせるのである 20。自然成立した後、安保に

関する内外の動きがほとんどないとしても、この

雑誌メディアの取り上げ方の変化は急といわざる

を得ない。雑誌メディアは、6月から 7月始めに

かけて、相次いで、安保騒動を「総括」する特集

を組んでいるが、これによって一区切りあるいは

幕引きがなされたとみることができよう。

　岸首相退陣後、どのような政策メニューが提出

されるのかはっきりしない状況で、池田首相の過

去の言動から積極的な経済政策が打ち出されるこ

とが推定されるとの観測記事が多く見られた。し

かも、その経済政策の中身については、総選挙を

控え、敢えて票を減らすような厳しい内容のもの

は避けられるとの見通しが漠然と語られていたに

過ぎなかった。経済政策に関する社会的討論が活

発化し始めるのは、政治的な話題に乏しい夏を挟

んで、9月以降である。

２）総選挙運動期間中（9月～11月）　

　自民党の新政策として、所得倍増計画公約の 3

点セット（減税、社会保障、公共投資）が発表さ

れ、11月 20日実施の総選挙に向けて論点として

取り上げられていた時期である。有権者の選挙前

の政治への関心の高まりを反映してか、経済政策

に関する記事がかなり多く見られるようになる。

　この当時、経済に対する認識・見通しと政策に

関するオプションとしては、大きく3つのものが

現実的にあり得た。一つは、高所得者と低所得

者、都市部と農村部の所得や生活水準の格差がま

すます拡大していく中で、この格差是正に経済政

策の中心が置かれるべきとする「二重構造論」と

その解消に向けた政策である。そして 2つ目は、

経済状況の加熱ぶりを認識し、低成長へ誘導して

でも、着実・持続的な成長を図る「安定成長政策」

である。最後の三つ目が経済の成長基調が当面続

くことを見越し、それを政策的にバックアップし

ていくという「高度経済成長」政策である。この

当時の経済論壇は、この熱い論戦が繰り広げられ

ていた。この期間に、雑誌の言説を見ていくとい

うことは、特定の経済政策に関する言説が他の 2

つの主張を押さえて、マジョリティとしての正統

性を確保していく様子や過程を見て取ることがで

きるはずである。

　9月始め、政策としての所得倍増についての解

説が散見されるようになる。社会主義下の計画経

済ではなく、自由経済政策下で国家の経済計画的

な色彩を持つ所得倍増計画がいかなる意味を持つ

のかを解説したもの（「ロータリー　誘導経済」

『週刊朝日』9.4）、大量生産を前提とした経済のた

めに消費を確実に増やす必要があり、そのために

は大多数の国民の所得を上げていく必要があると
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説く（「新政策・消費者行政」『週刊朝日』9.11）も

のなどである。後者は何よりも、国民の所得水準

を平均的に上げていくことを第一優先する点で

は、高度経済成長政策に近い経済言説のロジック

と言える。いずれにしても、所得倍増の解説が見

られたことは、この政策がキャッチフレーズとし

ては分かりやすいものの、実態面での何を意味す

るのかがはっきりと理解されていない証左と考え

られよう。一例としては、「倍増」という言葉の

インパクトのあまり、それがどのくらいで達成さ

れる見込みなのかについてはやや誤解されやす

く、「1年で達成される」と思っていた人も多数い

たようであり、それを戒めるセンテンスも散見さ

れる。実際は、今後の「10年かけて達成」という

表現されているのである。

　所得倍増計画言説のロジックとしては、この時

期に生活必需品の物価高が急激に進行していたこ

とがあり、“《所得倍増》よりも、《支出倍増》の

方が先に起こりそう”をいった揶揄的表現が目立

つ。実際に、物価の高騰ぶりと庶民生活への影響

を伝えるルポルタージュが数多く掲載されてい

る。将来的な「所得倍増」政策もよいが、目先の

「物価倍増」対策が急務であるとの論調に帰結し

ている。典型的なものとして、小売物価の値上げ

と勤労者の収入の上昇率を比較して、結局「賃上

げ分の大半は帳消しになっている勘定だ」（「物価

値上がりの形勢」『週刊朝日』9.18）、（「それでも

物価は上がる」『サンデー毎日』10.2）。一方で、

サービス業における値上げは、所得倍増といった

ことから照らし合わせると、この際少々の諸物価

の値上がりは我慢すべきかもしれないと説く記事

も大勢からすると少数派ではあるが見られた。

（「どこまで続く物価の値上がり」『週刊朝日』

10.9）、（「所得倍増に弾力性を」『サンデー毎日』

10.30）。

　所得倍増は、農業再編論や社会保障と結びつい

て論じられることが多い。所得倍増といっても、

あくまで都市、大資本中心であり、農村、中小企

業などとの社会的な格差が広がるのではとの懸念

はくりかえし出現する論点である。これらは先述

の 3つの政策オプションのうち、二重構造の解消

に重きを置くべきだとのロジックである。（「黄金

色の革命」『週刊朝日』10.2）（「“もう麦を食って

いる”」『週刊読売』10.16）。

　自民党の所得倍増案への対案として、社会党

案、民社党案も比較して扱われることがあった。

（「今日の話題　選挙用キャッチフレーズ」『週刊

読売』10.2）（「座談会　党首の地方遊説にみる」

『週刊朝日』10.9）。一番先にしかも目玉として挙

げた自民党案への追随としてしか描かれておら

ず、却って自民党の所得倍増という考え方の実現

性を補完する枠組みを作った。例えば、所得増加

の公約を、政党ごとに取り上げ、それを相互比較

している10月2日『週刊読売』の記事の小見出し

「社会党の「牛乳三合論」は魅力があるのか？」

「民社党の月5万円の生活」といったつけ方が、結

局は自民党案に対する《二番煎じ》という印象を

構築しているように思われる。

　この時点で、安保問題は第一の争点であるとい

うことを改めて主張する記事は、ごくごく限られ

たものであった。むしろ、その風化を指摘する記

事が見られた。大阪の選挙風景をルポした記事の

中では、「（安保問題について）条約そのものの是

非などは、ここでは保守はもとより革新陣営でさ

え『ありゃもう過ぎ去ったことサ』で片付けられ

る気風が強い」とされている。（「この一票の胸算

用」『週刊朝日』1960.11.20）

３）総選挙終了～所得倍増計画閣議決定～予算成

立（12月～2月）　

　国政選挙で自民党が勝利し、政策として「閣議

決定」された。これにより高度経済成長を「国家

の政策」として本格的に推進していくことが確認

されたのが 12月であった。

　12月～翌年1月まで、株価好調、年末商戦の盛

り上がり、生活予測としての“生活革命によって

変わる消費生活”などが、記事として取り上げら

れている。これらの記事の特徴としては、所得倍
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増計画についての懐疑はあまり見られずに、むし

ろそれを所与のものとして、何かの枕詞のように

使用されるようになる。例えば、「所得倍増景気」

（「花やかなる商戦」『週刊朝日』12.18）、「生活革

命の61年」（「ことしは遊びましょう」『週刊読売』

1.1）、「消費ブーム」（「“消費ブーム”結構だが…」

『週刊読売』1.15）、「株高の理由は色々あるが、

ムード調の値上がりである。高度成長ムードに、

所得倍増ムードが大きな背景だ」（「今週の話題　

ムードずくめの要因」『サンデー毎日』2.25）。

　このような経済が絶好調であるという社会的雰

囲気を考えると、この後から現代に連なる、所得

倍増計画の明るい、元気なイメージは、この時期

のメディア言説に起源を持つものと考えるのが適

当ではないか。盛り上がる景気を前にして、所得

倍増計画の是非や実現性に関する社会的な意見の

多様性は後景に退いていったようである。

　ところで、1961年1月、国鉄や電気料金などの

公的価格値上げが相次いで発表・実施された。値

上げについては、このような所得倍増に随伴する

物価上昇だから「やむをえない」と容認するロ

ジックが見られる。その一方で、便乗の値上げに

対する批判も相次いでいる。「足並み見事“公共

料金ダンス”」（「池田内閣右肩上がりムード・

ショー」『週刊朝日』2.3）。

　また、１月には、昭和 36年度予算編成が行わ

れ、ここでは減税、社会保障が、池田首相の一応

公約通りに確保された。なお、公共投資に関して

は、対前年比では大幅な伸びとなったことに対す

る疑問が示され、景気過熱によるインフレと、公

共事業という「大資本優遇策」への懸念が示され

ている。（「“池田予算”と国民の生活」『週刊朝日』

2.3）（「今週の話題　私はウソをついたか」『サン

デー毎日』2.5）。

　公共事業に対する厚遇的な政策は、もちろん国

策としての所得倍増計画実現に向けた政策的な誘

導策の一面があった。上記のように公共投資その

ものへの批判や公共事業乱発によるインフレ懸念

やそれによって起こる「経済危機」についての懸

念は散見される。例えば、民間エコノミストの加

田泰氏のコメントを引用して、所得倍増という

「約束手形」に合わせて無理な政策が行われれば、

必ず物価が跳ね上がったり、輸入が急増したりと

バランスが崩れ出す恐れがあるといったものであ

る。（「どうなる？“政府の約束手形”」『週刊読売』

1.15）、「経済危機招来の危険性」（「私はウソをつ

いたか」『サンデー毎日』2.5）。

　しかしながら、これらの記事は、当面の“経済

運営”に関する注文をつけたものである。所得倍

増計画そのものについての批判や是非は表立って

は見当たらなくなっている。

④　サイドストーリーとしての所得倍増

　所得倍増計画は世の中の耳目を集めているもの

だけに、《周辺的な話題》としても取り上げられ

ることがあった。つまり、政策そのものをスト

レートに報道するものではなく、背景情報をサイ

ドストーリー的に展開することで、読者の関心を

引き付けるというものである。そのためのいくつ

かの仕掛けが見出された。一つは、この期間を通

して頻出するエコノミストの下村治の談話である。

　大蔵省出身の下村は池田首相のブレーンで、所

得倍増計画の事実上のイデオローグであった 21

が、その背景が明記された上で、下村のロジック

「経済成長そのものを進め、国民全体をまず富ま

すことが重要である」が発言として多くのところ

で引用された。

　また、下村に関するドラマタイズされた背景情

報もいくつか見られた。そこには、例えば、景気

の見通しや経済運営に関して、大勢の見解に対

し、下村一人が異を唱え、結果的に下村の見込み

通りになったことなど、景気予測を成功させてき

たとの実績が強調されていたのである。「“倍増の

教祖”下村治という男」（「池田クンも信徒です」

『サンデー毎日』1.15）。文中での紹介のされ方と

しては、「池田さんのうしろ立て、開発銀行理事

の下村治さん」（「どこまでつづく物価の値上が

り」『週刊朝日』1960.10.9）、「池田経済政策の最
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高ブレーンといわれている～」（「“もう麦は食っ

ている”」『週刊読売』10.16）。彼が政策としての

所得倍増や農業改編を含む積極的な経済政策を語

ることで、所得倍増計画や高度経済成長のスポー

クスマン的な役割を果たしているのである。

　池田首相に連なる人脈として、経済界とのつな

がりを示す記事も複数見られ、「池田学校」と称

するこれら経済ブレーンが池田首相に対して、一

定の影響力を持っていたことを伝えている。その

まさに頂点に君臨するのが、下村であった。その

典型は、「成長9％のブレーンたち」（「財界の“池

田山脈”」『週刊朝日』10.30）に見られる。これら

の話題がサブストーリーとしてどのように読まれ

ていたのかはっきりとはわからない。しかし「経

済通」としての側面、財界・経済界の支持を集め

ている池田首相をイメージ付け、所得倍増計画を

思想的に支えていったという意味では、結果的に

“体制補強”的に機能していったといえるのでは

ないだろうか。

　本稿では分析を行わないが、各誌には読者投書

欄があり、特定既出記事への反応（賛意あるいは

反発）が採用されている。投書では「所得倍増よ

りも目下の物価高」「中小資本よりも大資本優遇」

などの批判的なものが見られる。中には鋭い言及

もあり、なぜ池田首相の「月給二倍論」という構

想が、政策段階では「所得倍増論」に衣替えせざ

るを得なかったのかについて言及している。（「読

者のサロン　保守党の値上がり感覚」『サンデー

毎日』10.16）。この変化については、政策立案側

による巧妙なロジックの架け替えがあるにもかか

わらず、雑誌メディアではそれを深く取り上げら

れることがなかったのである 22。

　投書の中にもまた、サイドストーリーが見られ

る。個人の家庭生活と所得倍増計画との関わりが

語られるのである。そこには投書執筆者の生活世

界が描かれるなど独自の説得力を持ったリアリ

ティが存在し、所得倍増政策に対する相対的な距

離感が観察されるのである。（「読者のサロ

ン　とりとめのない所感」『サンデー毎日』1.8）。

　投書欄は民意の反映ともいえるが、同時に雑誌

の作り手側が自分たちの主張を補強するために、

多くの投書の中から取捨選択して使用するなど、

資料としての分析する場合には留意しなくてはな

らないことが多い。

　受け手側の意見分布や受容構造については、今

回は触れることができなかったので、資料の一部

としての分析については、稿を改めたい。

６．まとめ、今後の課題

①　まとめ

１）自明としての社会的合意の成立

　8ヶ月での変遷から、その記事のロジックを単

純化して言えば、当初は“所得も上がるが物価も

同時に上がるので、生活自体はさほど変わるわけ

ではない”というシニカルな姿勢が目立った。物

価対策や社会資本整備といった具体的な政策での

対応が決定された後は、それを所与のものとした

記述スタイルとして“所得倍増で生活がどう変わ

るのか”という記事形式が目立つようになった。

例えば、「所得倍増計画というウレシイ話」（「値

上がりは“ムード”か“実態”か」『サンデー毎

日』1.29）といったように、別の話題に振る際の

枕詞的に使用されることが多かった。

　雑誌記事のスタンスやロジックが、ごく短期間

に収斂していった背景には、すでに高い経済成長

率が実現し、サラリーマン世帯での所得が実際に

増えていたことから、所得が倍増すること自体

は、荒唐無稽な話ではないとの、ある種の社会的

な合意があったことが推察される。雑誌記事から

も「生活革命」や「消費革命」とも言われるよう

な文脈の中で、ポジティブな意味で使われるよう

になったことは、すでに“自明のもの”と考えら

れていたことを示唆している。従って、世論とし

ての是認や社会的に肯定する意識へ収束していっ

たというように解釈するのが妥当であろう。所得

倍増計画は所与のものとして、関心はこの計画自

体よりも、目下の経済運営に向いていったと考え
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られる。そして結果的に所得倍増という計画は事

前の予想上回る好ペースを続け、前倒しして実現

するのである。

　先ほど述べたように、経済政策に関するオプショ

ンとしてあった、二重構造解消政策、安定成長政

策、高度経済成長政策、それぞれの言説の流通過

程における布置関係については、雑誌や他のメ

ディアを含めて別途検証が必要である。

　ただ、分析したこの 3誌に関して言えば、所得

倍増政策（高度経済成長政策）に対する批判的な

トピックを小出しにしつつも、それに代わる他の

オプション採用を読者に迫るというような構図は

あまり当てはまらないと思われる。積極的に他の

オプションを取り上げ、その代替のメリットにつ

いて言及することはあまりなかったのである。

２）“争点ずらし”という議題設定の意味

　雑誌メディアが持つ世論形成機能が、活かされ

なかった側面を見ることもできる。それは大衆行

動を起こした安保改定に関して、総選挙で、当然

のごとく争点となると予測されていたにもかかわ

らず、雑誌メディアでは扱われなかったというこ

とである 23。

　総選挙の争点から「安保問題」を外し、その代

りに野党でさえ異を唱えることができずに、その

追従を見た所得倍増政策を争点化した。結果的に

政権党である自民党にとって総選挙に利する結果

となった。これは安保問題という政治争点から、

経済成長という経済争点へ、結果的に争点ずらし

という議題設定機能が作動したと見るべきであ

る。

　しかしながら強調しておきたいのは、この現象

をそのまま送り手側への責任に一元的に帰すこと

には無理があるということである。確かに雑誌メ

ディアは、安保改定反対の大衆行動に関して、そ

れが自然成立した6月及び岸内閣の辞任前後にこ

の一連の大衆行動を総括する特集を組むなど、積

極的な姿勢を示した。これがまさに幕引きの合図

となり、話題は誌面から消えていくことになっ

た。それは国民世論の忘却の始まりともなったと

いえるのではないか。つまり、記事がほとんど見

られなくなったことに関しては、取りたてて記事

として報道・論評するような安保改定に関する新

しいトピックがなかったという側面と共に、人々

の関心も記事文中や投書にうかがわれるように、

低下していったと推測できる。まさに世論とメ

ディア言説は、連動していたのではないだろうか。

　世論が盛り上がった安保問題と入れかわる形

で、高度経済成長へ向けて、所得倍増計画という

メディアが演出していった側面と、さらには、

人々の「期待ムードの盛り上がり」という両面が

影響していたのではないかということを指摘して

おきたいと思う。受け手における社会意識の変化

については、さらに細かく実証的検証が必要であ

ることはいうまでもない。

②　今後の課題

　調査対象雑誌間（「週刊朝日」「週刊読売」「サ

ンデー毎日」それぞれの比較）、あるいは他雑誌

メディア（例えば、経済専門誌「週刊エコノミス

ト」）での表象の差異、他メディア（新聞）との

関係性あるいは差異を見ていく作業が残されてい

る。今回はメディア（しかも限られた媒体）が所

得倍増計画をどのように言説化していたのかと

いった部分についてのデッサンである。しかも、

日本の高度経済成長期におけるメディア・コミュ

ニケーションということを射程に置いたときに

は、本研究でとり扱った 8ヶ月間というのは序章

に過ぎないばかりか、あまりにも期間が短いと言

わざるをえない。

　さらに大きなテーマとしての、《社会的受容》

といった問題の残り半分は未だ未検証である。と

りわけ考えられるのは、一般の日常生活に基礎付

けられた社会思想・社会意識との連続性や接合に

ついて、より説得力のあるメカニズムを探ってい

きたい。

　今後、受容研究を進めるに当たり資料的制約を

どのようにするかが課題である。具体的に言え
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ば、メディア側の表象やメッセージのみではなく

て、受け手側での理解や反応過程を示す一次資料

としてのドキュメント（個人の手記、日記、手紙、

写真）をどのように収集していけるのかが重要で

あると考えている。いずれにしても日本の戦後社

会における集合的なメディア・コミュニケーショ

ン経験についての実証研究は、まだ緒に就いたば

かりといえる。

　註

　1 本研究は平成 14年度立教大学研究奨励助成金を

受けている。また、本稿は日本社会学会一般研究

報告（2002年11月16日大阪大学）での発表レジュ

メを下敷きにしている。

　2 内田隆三 2002「言説」北川隆嗣ほか編『情報学

辞典』pp267-277.

　3 V,Burr 1995 An Introduction to Social Construction,

Routledge.（＝田中一彦訳1997『社会的構築主義へ

の招待―言説分析とは何か』川島書店 .）p74-79.

　4 世論調査「国民の生活水準の戦前との比較」（総

理府調査）で、1956年には「戦前以上（22％）」、

「戦前以下」（56％）→ 1960年になると、それぞれ

58％、12％と全く数字が逆転する結果となってい

る（NHK放送世論調査所編 1975『図説　戦後世

論史』日本放送協会，pp218-219）。

　5 高度経済成長の経済的な促進要因の詳細につい

ては本稿では触れない。戦後の高度経済成長に直

接触れた関連の経済史専門書籍がたくさん出版さ

れているので、そちらの諸説を参考にして欲し

い。筆者としては、経済要因を一通り概観したが、

簡便にして説得力を持っていたのが、吉川洋

（1997『高度成長 日本を変えた 6000日』読売新聞

社）であり、高度成長のメカニズムを「多くの変

数（要因）が因ともなり果ともなって絡み合う『循

環』である」としている。さらに吉川は、高度成

長の離陸が朝鮮戦争という「隣国の不幸によって

もたらされた」ことなど、戦後社会のグローバル

化の動き、とりわけ「冷戦」による影響を強く受

けていることを指摘し、日本人や日本企業の創意

や労力もあったに違いないが、国際情勢の中では

「日本全体があたかも一つの将棋の駒」に過ぎな

かったかのような印象すら受けるのであるとして

いる。

　6 例えば、宮島喬 1982『現代社会意識論』日本評

論社，p157参照。

　7 佐藤健二 2001『歴史社会学の作法―戦後社会科

学批判―』岩波書店，p125.

　8 このように「倍増」という言葉の自立化、ある

いは独り歩き化する例として、いくつかの広告を

見ることができる。「ボーナスでエバーソフト倍

増論」（ブリヂストン　商品；マットレス　『週刊

朝日』1960.12.25）、「エネルギー“倍増論”」（石油

連盟　意見広告　『週刊朝日』1960.11.6）

　9 高度経済成長期に生きた人に対して、当時の様

子をヒアリングするなどして、再現するという研

究方法の有効性はある程度認める。しかしなが

ら、過去のことについて、質問するということは、

その当時の心情をそのまま把握できると考えるの

は早計ではないか。つまり、当時を思い出しなが

ら語ってもらうことについては、常に記憶の改変

や、自己正当化による歪曲といったバイアス要因

が関わってくることに十分に留意する必要があ

る。

 10 ただし、大まかな歴史記述に関しては有効であ

ると考えている。例えば、「公」やナショナリズム

という言葉の使用法の歴史的な変遷から戦後思想

の変容を記述した小熊英二の大著『〈民主〉と〈愛

国〉』（2002，新曜社）はその典型と見ることがで

きる。その中で、小熊は自身の研究方法論や出典

資料の取り扱いについて触れ、時代状況を描くの

に、一握りの人物（例えば、思想家や文学者）の

著述や思想をもってすることへの批判に反論して

いる。「思想家や文学者といえども、彼ないし彼女

が生み出した表現が、当該社会の集団的な心情と

連続しており、多くのひとびとにとっての心情の

『代弁』」となりえた場合にのみ、ポピュラリティ

を獲得しうる。―中略―著名な思想家とは、独創



   応用社会学研究　2003　№45　　71

的な思想家であるというよりも、同時代の人々に

共有されている心情を最も巧みに表現した人に他

ならない」（同書，pp20-21）という指摘には、同

意する。

 11 赤川学 2001「言説分析とその可能性」『理論と

方法』数理社会学会 pp89-102。なお、赤川はこの

中で、「言説分析」について中心に論じており、内

容分析については直接言及していない。しかし、

赤川によれば、言説分析の中には、マス・メディ

アの内容分析も含まれており、上記の赤川論文も

同じような位置づけであると判断される（赤川学

2001「言説分析と構築主義」上野千鶴子『構築主

義とは何か』勁草書房 pp63-84.）。内容分析は、言

説分析の下位概念であると言えよう。

 12 もちろん、販売部数という物差しを使う以上は、

刺激的なものを載せることによって、短期的には

人集めも可能になろうが、何よりも読者層のニー

ズと乖離した内容は結局、部数を落としかねない

ことが容易に推測される。

 13 岡田直之 2001『世論の政治社会学』pp171-198、

浅岡隆裕 2002「メディア研究における『解釈共同

体』概念について」『立教大学大学院社会学研究科

論集』pp121-132.

 14 北田暁大2002「解釈共同体」『情報学辞典』pp150-

151.

 15 個別のメディア企業の編集組織（あるいはメ

ディア横断的なジャーナリストのコミュニティ全

体）といった送り手も、典型的な解釈共同体を構

成しているというコンセプトは、サイードの『イ

スラム報道』に拠る。Edward, W. Said, 1981, Cov-

ering Islam: How the media and Experts Determine How

We See the Rest of the World, Pantheon Books

（＝ 1996 浅井信雄ほか訳『イスラム報道』みすず

書房）．

 16 当時のいくつかの閲読調査報告によれば、「朝

日」「毎日」「読売」新聞系の3誌の閲読率が高かっ

た。例えば、毎日新聞社「読書調査」によれば、男

性の「いつも読む週刊雑誌」として、「週刊朝日」

「サンデー毎日」「週刊新潮」「週刊文春」「週刊読

売」の順となっている。（毎日新聞社『読者世論調

査30年―戦後日本人の心の軌跡―』1980，pp289）。

この中にある新興の出版社系（新潮、文春）雑誌

についても、3誌に対する「比較コントロール群」

としての採用を検討したが、そもそも経済政策関

連の記事がほとんどなかったので見送ったという

経緯を付記しておく。また、いちいち数字は挙げ

ないが、「管理職・自由業」「事務職」といった属

性での3誌の閲読率は、その他の職種に比べて、極

めて高い数値を表していることから、“ホワイト

カラー層”が中核的な読者であったことが推定さ

れる（『1955年度M. M. R』中央調査社）。

 17 Pan, Z. and Kosicki, G.M. 1993 Framing Analysis

Political Communication Vol.10, pp55-75.

 18 「所得倍増」計画の小史についてふれておきた

い。その起源については、歴史学や政策研究の中

でも「池田・下村説」と「岸・経済企画庁説」の

二つの見方が存在する。（河野康子 編 2002『戦後

と高度成長の終焉』講談社，pp198-204）。この政

策自体について、今でこそ池田内閣とセットで語

られることが多いが、岸内閣当時から策定が始

まっていたという事実がある。岸内閣当時、池田

勇人の「月給 2倍論」からヒントを得た岸首相が

「所得倍増」政策の策定を諮問し、その計画が準備

されつつあった。そして岸内閣退陣を挟んで、池

田内閣になってから具体的計画となって答申さ

れ、世に出されたものである。政権与党の総選挙

に対する目玉政策の一つとして発表されたのが 9

月 4日である。その後、選挙戦での政策論争を経

て、11月20日総選挙での自民党が勝利すると、12

月 27日に正式に閣議で承認され、国家政策として、

以後の予算計画の下敷きとなっていくのである。

 19 例えば、「岸政権崩壊へ！」『週刊朝日』1960.7.3

では、安保改定をめぐる特集を 18ページにもわ

たって組んでいる。その記事で、「今度の選挙がど

ういう結果を示すか、民主政治の死活をうらなう

標識ともなるだろう」としている。

 20 時期的には後の記事になるが、総選挙の各党首

遊説合戦を報じた『週刊朝日』の記事には次のよ



72
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